
様式第18号(第52条関係) 

  (第一面) 

労 働 基 準 監 督 官 証 票 

 第  号     年  月  日交付 

  労働基準監督官 氏 

厚生労働省労働基準局印 

    名 

(医師である労働基準監督官については、医師免許番号) 

  (第二面) 

  

  

写

真 

    

  年  月  日生 

厚生労働省 

労働基準局 

刻印 

    

  

 



  (第三面) 

   労働基準法(抄) 

 (労働基準監督官の権限) 

第101条 労働基準監督官は、事業場、寄宿舎その他の附属建設物に臨検し、帳簿及び書

類の提出を求め、又は使用者若しくは労働者に対して尋問を行うことができる。 

2 前項の場合において、労働基準監督官は、その身分を証明する証票を携帯しなければ

ならない。 

第102条 労働基準監督官は、この法律違反の罪について、刑事訴訟法に規定する司法警

察官の職務を行う。 

第103条 労働者を就業させる事業の附属寄宿舎が、安全及び衛生に関して定められた基

準に反し、且つ労働者に急迫した危険がある場合においては、労働基準監督官は、第96

条の3の規定による行政官庁の権限を即時に行うことができる。 

  (第四面) 

   最低賃金法(抄) 

 (労働基準監督官の権限) 

第32条 労働基準監督官は、この法律の目的を達成するため必要な限度において、使用者

の事業場に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問をすることが

できる。 

2 前項の規定により立入検査をする労働基準監督官は、その身分を示す証票を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

3 第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

第33条 労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法(昭和23

年法律第131号)の規定による司法警察員の職務を行う。 

 



  (第五面) 

   じん肺法(抄) 

 (労働基準監督官の権限) 

第42条 労働基準監督官は、この法律を施行するため必要な限度において、粉じん作業を

行なう事業場に立ち入り、関係者に質問し、帳簿書類を検査し、又は粉じんの測定若し

くは分析を行なうことができる。 

2 前項の規定により立入検査をする労働基準監督官は、その身分を示す証票を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

3 第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

第43条 労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法(昭和23

年法律第131号)の規定による司法警察員の職務を行なう。 

  (第六面) 

   労働安全衛生法(抄) 

 (労働基準監督官の権限) 

第91条 労働基準監督官は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、事業場

に立ち入り、関係者に質問し、帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは作業環境測

定を行い、又は検査に必要な限度において無償で製品、原材料若しくは器具を収去する

ことができる。 

2 医師である労働基準監督官は、第68条の疾病にかかつた疑いのある労働者の検診を行

なうことができる。 

3 前2項の場合において、労働基準監督官は、その身分を示す証票を携帯し、関係者に提

示しなければならない。 

4 第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

第92条 労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法(昭和23

年法律第131号)の規定による司法警察員の職務を行なう。 

 (使用停止命令等) 

第98条 (第1項及び第2項 略) 

3 労働基準監督官は、前2項の場合において、労働者に急迫した危険があるときは、これ

らの項の都道府県労働局長又は労働基準監督署長の権限を即時に行うことができる。 

 



 (第七面) 

   家内労働法(抄) 

 (労働基準監督官の権限) 

第30条 労働基準監督官は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、委託者の

営業所又は家内労働者が業務に従事する場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検

査し、若しくは関係者に質問し、又は試験のため必要な最少限度の分量に限り、家内労

働者及び補助者に危害を与える物若しくはその疑いのある物であつて厚生労働省令で

定めるものを収去することができる。 

2 前項の規定による立入検査等をする労働基準監督官は、その身分を示す証票を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

3 第1項の規定による立入検査等の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

第31条 労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法(昭和23

年法律第131号)の規定による司法警察員の職務を行なう。 

 (第八面) 

   作業環境測定法(抄) 

 (労働基準監督官の権限) 

第39条 労働基準監督官は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、事業場

に立ち入り、関係者に質問し、又は帳簿、書類その他の物件を検査することができる。 

2 前項の場合において、労働基準監督官は、その身分を示す証票を携帯し、関係者に提

示しなければならない。 

3 第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

第40条 労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法(昭和23

年法律第131号)の規定による司法警察員の職務を行う。 

 



 (第九面) 

賃金の支払の確保等に関する法律(抄) 

第11条 労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法(昭和23

年法律第131号)の規定による司法警察員の職務を行う。 

 (立入検査) 

第13条 労働基準監督官は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、事業場

に立ち入り、関係者に質問し、又は帳簿、書類その他の物件を検査することができる。 

 (第2項 略) 

3 前2項の場合において、労働基準監督官及び前項の職員は、その身分を示す証票を携帯

し、関係者に提示しなければならない。 

4 第1項及び第2項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

 (縦7.0センチメートル 横11.0センチメートル) 


